





























ことである。アンケート調査への回答企業では、2019 年 2 月時点において、他社
正社員・契約社員の受入は「全くの検討外」が 16/36 社（44.4%）、受入を「条件



















効回答；39/266 通 , 14.7%）とヒアリング（市内 18 社）による調査の結果として、
すでに正社員・契約社員のシェアを実現している事例には、繁忙期における他社正

































調査実施期間 2018 年 11 月 2 日
調査対象抽出法 北九州商工会議所会員企業 201 社
 北九州市役所産業経済局企業立地支援課指定企業 65 社










　 取締役 管理系 総務系 人事系 経理系 営業系 N.A 総計
取 締 役 6 2 1 　 　 　 　 9
部 長 　 5 3 1 1 　 　 10
職 員 　 2 4 　 　 　 3 9
課 長 　 　 2 1 　 　 　 3
主 任 　 2 　 　 1 　 　 3
本 部 長 　 　 　 　 　 1 　 1
総 括 　 　 　 1 　 　 　 1
係 長 　 　 　 1 　 　 　 1
専 門 長 　 　 1 　 　 　 　 1
主 務 　 　 　 1 　 　 　 1
総　計 6 11 11 5 2 1 3 39
　図 1 は、アンケート調査票に回答した企業 39 社の産業分類である。もっとも多
いのは、製造業の 17/39 社（43.6%）である。それに、建設業の 1 社（2.6%）およ
び建設業・製造業 1 社（2.6%）と回答したものを加えた第二次産業の企業の割合は、




3/39 社（7.7%）が続く。有効回答数が 39 社ということから、集計結果の統計的な
意味については、慎重に読み解く必要がある。
D.建設業, 

















　図 2 は、回答企業のうち、売上高 100 億円以下かつ従業員数 600 人以下のものが、
33/37 社（89.2%）となる。そのうち、売上高 30 億円以下かつ従業員 200 名以下の
ものは、24/37 社（64.9%）となる。2017 年の売上高について、最小は 4600 万円、

























25/39 社（64.1%）では、従業員数の変動がない。残りの 14/39 社（35.9%）につい
ては、± 10 名以内が 11/39 社（28.2%）である。ただし、2/39 社については、繁
忙期には、170 名や 190 名を増員する企業があることも示された。
表 2　年平均従業員数と繁閑期間従業員数との差
（人）
　 -9 -3 -1 0 1 2 3 4 5 8 14 170 190 総計
Ｄ　建設業 　 　 　 　 1 　 　 　 　 　 　 　 　 1
Ｄ・Ｅ　建設業 ･ 製造業 　 　 　 　 　 1 　 　 　 　 　 　 　 1
Ｅ　製造業 　 1 1 13 　 　 1 　 　 　 　 　 1 17
Ｇ　情報通信業 　 　 　 1 　 1 　 　 　 　 1 　 　 3
Ｈ　運輸業・郵便業 1 　 　 1 　 　 　 　 　 　 　 1 　 3
Ｉ　卸売業・小売業 　 　 　 5 　 1 　 　 　 　 　 　 　 6
Ｌ　学術研究、専門技術
　　サービス業 　 　 　 1 　 　 　 　 1 1 　 　 　 3
Ｒ　サービス業 　 　 　 4 　 　 　 1 　 　 　 　 　 5
総　計 1 1 1 25 1 3 1 1 1 1 1 1 1 39







































産工程」（15 社、40.5%）という 3 つのライン業務である。ライン業務は、企業に
おいて付加価値を生産する業務であり、主幹であるといえる。また、「管理職」が













































































































































検討外 14 2 　 16
一定の条件を満たせば検討 8 3 2 13
既に実現済 1 　 　 1
分からない 3 3 　 6
無回答 2 1 　 3
総　　計 28 9 2 39
－ 26 －
辻井　洋行
　上の表 3 において、繁忙期における他社正社員 ･ 契約社員の受け入れに関し、「一
定の条件を満たせば検討してよい」と回答した企業（13 社）の業種内訳を表 4 に
整理した。これによれば、業種別では、回答企業の範囲において、情報通信業と卸売・
小売業での割合が高くなっている。（ただし、サンプル数が少なく、業種別の回答
数にバラツキがある。）また、学術研究 ･ 専門技術サービス業（3 社）とサービス業［他
に分類されないもの］（5 社）では、回答企業の範囲では、「検討可」という回答が
見られなかった。
表 4　副業兼業者受入検討可 × 業種
（a）受入検討可 （b）業種分類 割合（a/b）
D. 建設業 1 1 100.0%
D･E. 建設業・製造業 1 1 100.0%
E. 製造業 5 17 29.4%
G. 情報通信業 2 3 66.7%
H. 運輸業 ･ 郵便業 1 3 33.3%
I.  卸売業 ･ 小売業 3 6 50.0%
L. 学術研究、専門 ･ 技術サービス業 0 3 0.0%
R. サービス業（他に分類されないもの） 0 5 0.0%
　 13 39 33.3%
































認めている」の 5 社（13.5%）である。「促進している」という回答は 1 社（2.7%）








































































































認めていない 13 11 　 3 27
条件に応じて認めて
いる 　 2 　 2 4
促進している 　 　 1 　 1
把握管理していない 2 　 　 1 3
無回答 1 　 　 　 1








































































集中するため、12 月から 3 月が繁忙期になる。その間は、基本的に正社員・契約










　当社の繁忙期は、11 月から 12 月、3 月から 4 月の年末と年度末の期間である。





























　11 月から 3 月末に掛けて繁忙期となる。4 月から 10 月が閑散期である。繁忙期
には、正社員・契約社員の残業と派遣社員の増員で対応している。
































































































































































































働を組み合わせる就業紹介を行っている。例えば、一人の就業者が、A 社で 3 日、





































ン者による新規開業が進んでおり、2018 年で 450 ほどの法人がある。ソフトウェ
ア開発では自社プロダクトを持つ会社も増えてきている。








　以上のように、2018 年中旬から 2019 年初旬に掛けての調査において、北九州地
域における労働力シェアという取り組みへの興味関心は、基本的に薄く、関心を寄
せる企業においても、懸念を抱え踏み出せない状況であることが見えてきた。ただ、
人材不足への対応は、人を融通することばかりでなく、業務の高度化や効率化によ
り実現していくという可能性も見えてきた。業務アウトソーシングの活用、RPA
や協働ロボットの導入により、ルーティンワークを外部化・ロボティックス化し、
正社員や契約社員を主幹業務やクリエイティブ・ワークへ集中させることによって、
状況を打開していくことができる産業環境が整ってきている。
　少子高齢化、地方都市から大都市への人口流出による地域・地方産業の衰退への
懸念は、労働力となる人の流れを変えるばかりでなく、従来の業務方法を見直すこ
とにより打開することも可能ではないだろうか。引き続き、北九州地域のみならず、
国内外の地域における必要な労働力不足への対応の方法に関心を持っていくことに
したい。
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